
平成29年度山形県主任介護支援専門員更新研修実施要綱

１　目　　的
主任介護支援専門員に対して、主任介護支援専門員研修修了証明書の有効期限の更新時に併せて、研修の受講を課すことにより、継続的な資質向上を図るための定期的な研修受講の機会を確保し、主任介護支援専門員の役割を果たして行くために必要な能力の保持・向上を図ることを目的とする。
２　研修実施主体　　山形県
研修実施機関　　一般社団法人山形県介護支援専門員協会（山形県より委託）
３　対 象 者　　
　　次の（１）、（２）のすべてに該当する者

（１）　介護支援専門員として実務に従事している者（※１）
（２）　次の①から⑤までのいずれかに該当する者であって、主任介護支援専門員研修修了証書の有効期間がおおむね2年以内に満了する者　 eq \o\ac(○,注)
①　介護支援専門員に係る研修（※２）の企画、講師やファシリテーターの経験がある者（山形県介護支援専門員実務研修における実習指導者（※３）を含む）
②　地域包括支援センターや職能団体等が開催する法定外の研修（※４）に年4回以上（主任介護支援専門員研修修了から平成29年6月30日までの間の任意の1年間において）参加した者

③　日本ケアマネジメント学会が開催する研究大会等において、演題発表等の経験がある者（※５）
④　日本ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマネジャー（認定有効期間内のものであること）
⑤　主任介護支援専門員の業務に関し十分な知識と経験を有する者として、都道府県が適当と認める者

 　　　　　ア．　市町村及び地域包括支援センターにおいて、介護保険制度やケアマネジメント等について、指導的立場にある者
 eq \o\ac(○,注)：平成29年4月1日付　介護保険法施行規則の一部を改正する省令（平成29年3月31日付官報「厚生労働省令第48号」）において、「平成26年度までに主任介護支援専門員研修を修了した者については経過措置期間が設けられる」と改正された。

　　　　　　よって、平成23年度までに主任介護支援専門員研修を修了した者は平成31年3月31日まで、平成24年度から26年度に主任介護支援専門員研修を修了した者は平成32年3月31日までに主任介護支援専門員更新研修を受講することで、主任介護支援専門員を更新することができる。

≪※１～４の定義等≫

※1　「実務に従事している者」とは下記①～⑦の事業所において、介護支援専門員として就労（サービス計画の作成業務及び指導・助言の業務は必須）している者（管理者等介護支援専門員を指導する立場にある者を含む）又は大学や市町村において、介護保険制度やケアマネジメント等について教育、指導している者とする。
1 居宅介護支援事業所

2 特定施設入居者生活介護に係る居宅サービス事業所

3 小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護に係
る地域密着型サービス事業所
④　介護保険施設（介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設）
⑤　介護予防特定施設入居者生活介護に係る介護予防サービス事業所

⑥　介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型共同生活

介護に係る地域密着型介護予防サービス事業所

⑦　介護予防支援事業所、地域包括支援センター

※２　「研修」とは、法定研修の他、都道府県、市町村、地域包括支援センター及び職能団体（実務研修受講試験の要件にある法定資格者団体と一般社団法人日本介護支援専門員協会、一般社団法人山形県介護支援専門員協会及び各地区支部）が実施するもので、介護支援専門員が参加できるものをいう。
※３　「実習指導者」とは、山形県介護支援専門員実務研修実習受入協力事業所として山形県に登録された事業所に勤務する主任介護支援専門員であり、介護支援専門員実務研修科目「ケアマネジメントの基礎技術に関する実習」の模擬プラン作成実習及び見学・観察実習で直接指導を行った主任介護支援専門員として、社会福祉法人山形県社会福祉協議会会長名の「山形県介護支援専門員実務研修実習指導証明書」の交付を受けた者をいう。
※４　「法定外の研修」とは、介護支援専門員に係る研修として都道府県、市町村、地域包括支援センター及び職能団体（※３に同じ）が実施するもので介護支援専門員が参加できるものをいう。

※５「演題発表等の経験がある者」とは、日本ケアマネジメント学会が開催した講演会の講師、研究大会のコーディネーター、シンポジスト、演題発表者、ポスターセッションの発表経験のある者をいう。
４　募集定員　１６０名
５　申込方法　
1 様式１（受講申込書）
2 様式２（実務経験申告書）
3 様式３－①、②、③　（受講要件申告書）及びその確認書類

様式３-①にかかる添付書類（講師依頼文、講師お礼状、研修プログラムで講師、ファシリテーターとして氏名の記載のあるもの等のコピー）、介護支援専門員実務研修における実習指導者の場合は山形県社会福祉協議会会長名の「山形県介護支援専門員実務研修実習指導証明書」のコピーを添付すること。

様式３-②にかかる添付書類（受講証明書、参加証明書、参加した証明のできる氏名記載された名簿などのコピー）　

様式３-③にかかる添付書類（講演、シンポジウム、研究発表のプログラムや抄録など申請者の氏名の記載のあるものコピー）

4 様式４－①、②、③、④、⑤、⑥、⑦、⑧（指導事例又は実習指導事例）1部　
5 様式５－１、５－２①②③④⑤⑥⑦⑧　（研修記録シート）

6 主任介護支援専門員研修修了証書の写し

7 介護支援専門員証の写し
以上①～⑦を、6月22日(木)【必着】までに郵送で申し込むものとする。封筒には朱字で「主任介護支援専門員更新研修申込書在中」と記入すること。FAXでの申し込みは受け付けない。

なお、「受講申込書」、「実務経験申告書」及び「受講要件申告書」により対象者要件の確認ができない場合及び添付すべき書類が不備の場合は受講を認めないので、記入漏れや提出漏れのないよう確認する。申込期日を過ぎた場合は受理できない。
６　受講決定
受講の可否については、7月7日（金）までに、事業所あてに通知する予定である。
（上記期日までに通知がない場合は必ず14の問合せ先に連絡のこと。）
※　受講者多数の場合は、以下の者を優先し決定する。
①概ね１年以内に介護支援専門員証の有効期間が満了する者

②平成23年度までに主任介護支援専門員研修を修了した者

７　経　　費
　　受講料は山形県手数料条例に基づき　19,500円　とし、受講決定通知の際併せて送付する所定の用紙に、山形県収入証紙を貼付の上、研修初日の受付時に提出すること。
　　なお、いったん納入された手数料は返還しない。
　　　
８　研修科目及び日時･会場

　　　別紙1のとおりであるが、都合により変更する場合がある。
　　　
９　研修当日に持参する物

テキスト、研修記録シート、指導事例以外は必要がある場合、別途通知する。
10　遅刻、欠席の取り扱い

　　　研修課程は46時間すべてを履修がする必要があり、遅刻、早退、一定時間の離席、欠席は認めない。
特別な事情がある場合は、必ず、問合せ先の協会事務局へ連絡すること。

11　テキスト、指導・事例等の提出について
（1）テキストについて
　　　研修受講にあたっては、下記の指定されたテキストを必携とする。購入する場合は受講決定通知に同封する申込書にて当協会事務局あてに申し込みをすること。購入をせず、持参することが可能な場合もその旨を一般社団法人山形県介護支援専門員協会に連絡すること。

　　指定テキスト　
中央法規『介護支援専門員現任研修テキスト第4巻　主任介護支援専門員更新研修』

　　　　　　価格3,800円（税別）

　　　研修時にはテキストを必ず持参すること。事務局に予備の準備をしていため、持参しない場合の研修修得上の不利益に対しても、主催者は責任を負わない。

（2）指導事例の提出について
　　　国に定める指針に基づき提出する事例は指導事例を原則とする。指導事例の提出については、
別紙3 「平成29年度主任介護支援専門員更新研修の指導事例提出について」参照のこと。
12　修了認定　　

研修の全課程を受講し、小論文又は課題に対するレポート等により、研修全体の状況について研修審査委員会において評価を行い、修了可とされた者を修了者と認め、修了証書を発行する。

13　個人情報の取り扱い

　　　研修で使用する事例などの提出を求められた場合は、個人情報に配慮した上で提出すること。提出事例における個人情報の漏えいなどは受講者の責務に期す。
研修申し込みで取得した受講者の個人情報の取り扱いについては、本研修並びに一般社団法人山形県介護支援専門員協会の事業運営に関すること、山形県への報告、照会以外は使用しない。　

14　申し込み、問い合せ先　　

　　　　　　〒990-0021　山形市小白川町２－３－３１　山形県総合社会福祉センター内

一般社団法人山形県介護支援専門員協会　　事務局　柴崎・小林

　　　　　　　　　　TEL　023-633-1098、FAX　023-615-6521

　　　　　　　　　　問い合せ時間　平日9：00～16：00
